
中国における労働紛争の解決と法

はじめに

計画経済体制下では，労働紛争事件の当事者の一方は主として国有企業で

あり，もう一方は国有企業の従業員であった。しかし，改革・開放政策の一

環として国有企業改革や労働制度改革が実行され，企業形態・雇用形態の多

様化がもたらされた。それにともない労使関係も変化し，従来計画経済体制

下では管理と被管理，命令と服従という行政的隷属関係にあったものが，現

在は平等な主体間の契約に転換されつつある（１）。これらの変化は労働関係の

調整にも大きな影響を与えており，中国の労働紛争解決制度は新たな局面を

迎えることになった。

１９９７年に開催された全国労働紛争処理業務会議は，労働紛争処理業務が

直面している情勢を次のように分析している（２）。中国共産党第１５回全国代

表大会（１９９７年）において打ち出された所有制構造の調整，国有企業改革の

加速，労働力など要素市場の発展および分配構造・分配方式の改善は，労働

関係の調整にも大きな影響を与えており，労働紛争処理業務は新たな局面に

直面している。第１に，多種多様な所有制経済の発展にともなって企業と労

働者の主体的地位が明確になった結果，法に則った労働関係の調整が要求さ

れるようになり，労働紛争が増加している。また，企業と労働組合の利害関

係が明確化するにともない集団的労働関係も変化を来し，調整が必要となっ

ている（３）。第２に，国有企業の合併・破産が加速される情勢において，労働



関係の変更，解除，終了などの現象が増加し，経済的補償や賠償などの問題

が増加している。同時に，合併・破産・競売をきっかけとした突発的な大衆

事件も増加している（４）。第３に，経済構造調整期にあたり，しばらくの間は

国有企業のレイオフ，余剰人員の増加が見込まれるので，法に基づいてレイ

オフした従業員と生活が困難な従業員の基本的生活の問題を保障することが

重要となっている。第４に，労働紛争処理業務は労働紛争事件の件数の継続

的な増加に直面しているだけでなく，労働紛争に関係する労働者の数も増加

しており，集団的労働紛争も顕著に増えている。また，紛争の原因も，従来

の「開除」「除名」「辞退」（５）に起因する紛争から，労働報酬・保険・レイオ

フ・理由のない労働関係の解除などに起因する紛争へと転換してきている。

本章では，上記のように継続的に増加し，多様化している中国の労働紛争

解決に関する法制度およびその運用を明らかにすることを目的に，まず労働

紛争解決制度の歴史的な変遷を整理し，次に現行の労働紛争解決制度を概説

し，労働紛争事件の推移を概観した上で，最後に若干の課題について論じる。

Ⅰ 労働紛争解決制度の変遷

中華人民共和国成立後，私営企業内部における労資関係を処理するため

に，１９４９年に全国総工会によって「労働紛争解決手続に関する暫定規定」（６）

が制定され，�１協議，�２調停，�３仲裁，�４裁判という労働紛争処理に関する

基本的手順が採択された。その後，労働紛争処理の必要性から，国営・公営・

公私合営および合作社経営の企業を含むすべての労働紛争に適用される規定

として「労働紛争解決手続に関する規定」（７）が５０年に労働部から公布され

た。適用範囲は，�１労働条件に関する事項（賃金，労働時間，生活待遇等），

�２雇用，解雇および賞罰に関する事項，�３労働保険および労働保護に関する

事項，�４企業内の紀律および業務規則に関する事項，�５労働協約・労働契約

に関する事項，�６その他の労働紛争事件である。手順は暫定規定と同様であ
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るが，紛争当事者の協議によって解決できない場合は，国営・公営・公私合

営および合作社経営の企業については双方の上級労働組合と上級企業主管機

関が話し合い，私営企業については当該産業の労働組合または同業組合が解

決に向けて助力し，それでもなお解決できない場合に労働行政機関による調

停に移ることになっていた。

さて，中華人民共和国成立後に制定された１９５４年憲法は，中国成立から

社会主義社会建設に至るまでは一つの過渡期であり，この期間の任務は社会

主義工業化の実現と農業・手工業・資本主義的商工業に対する社会主義的改

造を完成することにあると謳っていた。全人民所有制である国営経済を優先

的に発展させる一方，資本家所有制は社会主義的改造をとおして全人民所有

制に替えていくことにされていたのである。社会主義的改造は５６年には基

本的に完成し，それにともない労資間の紛争解決に関する任務は終了したと

されたため，各級の労働行政機関が設立した労働紛争処理機構は相次いで廃

止された（８）。計画経済体制の強化によって労働関係は単一となり，社会主義

的イデオロギーの下で企業と労働者の利害は基本的に一致していると見なさ

れ，仮に労働紛争が発生した場合でも，それは「人民内部の矛盾」として処

理される性格の問題として扱われるようになった（９）。したがって，その後，

反右派闘争および文化大革命を挟んで，５６年から８６年までの３０年間，労

働紛争は企業管理者と従業員との間の矛盾として，「信訪」制度をとおして

解決されることになった（１０）。

１９７８年以降の改革・開放政策の深化にともなって各地で発生していた労

働紛争に対応して，中国共産党中央委員会と国務院は８６年４月に「労働制

度改革のいくつかの規定を真剣に執行することに関する通知」（１１）を公布し，

労働紛争処理に十分注意をはらうよう要求した。つづいて，８６年７月に国務

院は「労働制度改革の四つの暫定規定公布に関する通知」（１２）において，労働

人事部門の組織を強化し，相応する労働紛争仲裁機構を設立するよう要求し

た。こうしたなか８７年７月に国務院は「国営企業労働紛争処理暫定規定」（１３）

を公布し，国営企業の労働紛争のための労働紛争仲裁機構の設置および統一
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的な手続きを制定し，これによって３０年間中断していた労働紛争処理制度

が正式に回復した（１４）。暫定規定は，�１労働契約の履行によって発生した紛争，

�２紀律違反従業員の「開除」・「除名」・「辞退」によって発生した紛争に適用され

る。前者の場合，当事者は企業労働紛争調停委員会に調停を申請するか，直接

当地の労働紛争仲裁委員会に仲裁を申し立てることもできる。後者の場合，当

事者は直接当地の仲裁委員会に仲裁を申し立てることができる。いずれの当

事者も仲裁裁定に不服な場合は人民法院に訴えを提起することができる（１５）。

その後，社会主義市場経済体制の確立と労働関係の変化に呼応するため

に，１９９３年６月にすべての企業を対象とする「企業労働紛争処理条例」（１６）

（以下，条例）が制定され，また９４年７月には「労働法」（１７）（以下，労法）が

公布され，現行の労働紛争処理体系が確立された。労働部はさらに「『労働

法』の若干の条文についての説明」（１８）や「『労働法』の貫徹実施にあたって

の若干の問題に関する意見」（１９）などを公布し，また条例に従って設置が促さ

れた労働紛争仲裁委員会の経験を総括する形で「労働紛争仲裁事業に関する

いくつかの問題の通知」（２０）などを公布し，労働紛争の受理範囲，仲裁申立の

時効，仲裁処理の期限，仲裁調停手続および効力などの問題について解釈を

行なってきた。また，人民法院は問題が発生するたびに個別に出してきた通

知をまとめる形で２００１年に司法解釈（２１）を公布し，労働紛争事件の受理範囲，

管轄，当事者，挙証責任，判決内容などについて規定した。なお，労働部は

９５年より「労働紛争処理法」の起草に着手している（２２）。

Ⅱ 労働紛争解決制度の概要

１．労働紛争解決のルート

�１ 労働法上の制度

労働紛争解決に関する主たる現行法は，１９９４年に公布された「労働法」

１４２★



および９３年の「企業労働紛争処理条例」である。労働法はそのうち一章を

「労働紛争」に割り当てている。それによれば，使用者と労働者との間に労

働紛争が生じた場合，当事者は法に基づいて，調停，仲裁，訴訟または協議

によって解決するものとされている（労法第７７条）。ただし，労働紛争解決

の全過程をとおして，調停による解決を重視するという原則が適用され，仲

裁および訴訟においても調停が試みられることになっている。

労働紛争解決の手順は次のとおりである（図１）。第１に，労働紛争が生じ

た後に，当事者は協議で解決しなければならない（条例第６条①）。第２に，

協議を希望しないまたは協議が成功しない場合，当事者は当該単位の労働紛

争調停委員会に調停を申請することができる。第３に，調停不成立で，当事

図１ 労働紛争解決手順
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者の一方が仲裁を要求した場合は，労働紛争仲裁委員会に仲裁を申し立てる

ことができる。または調停を経ないで一方の当事者は直接労働紛争仲裁委員

会に仲裁を申し立てることもできる。第４に，仲裁裁定に不服がある場合は，

人民法院に訴訟を提起することができる（労法第７９条）。仲裁は訴訟の前提

となっており，不可欠な手続きとなっている（仲裁前置主義）（２３）。なお，一

般に仲裁は一審終局であるが，仲裁法は労働紛争の仲裁を同法の適用外に置

いている（２４）。当事者は，これらの過程において「矛盾」を激化させる行為

をとってはならず（条例第６条②）（２５），当事者双方はいずれの段階において

も自ら和解することができる（条例第２１条）。

�２ 労働法上の制度外のルート

労働法と企業労働紛争処理条例によって制度化されている労働紛争の解決

方法は上記のとおりであるが，従来から利用されていたルートを含め，次の

ような方法もとられている。

① 行政調停

労働紛争仲裁委員会の負担を緩和するため，一部単純な労働紛争に対して，

委員会の事務局を務める労働行政部門の労働紛争処理機構または仲裁員が，

仲裁申立を受理する前に非立案のまま調停によって解決を試みる方法である（２６）。

簡単な手続きしかなく，法的効力もないが，いったん調停が不成立となれば

仲裁手続に入ることができるとされている。人員不足など労働紛争処理体制

の改善過程において多くの地方が試行している方法の一つである。また，近

年，労働紛争仲裁委員会が積極的に紛争現場に出向いて労働紛争を処理すべ

きことが謳われるようになったことからも利用されている。ただし，法的手

続に基づかない方法として批判のある「案外調停」との区別が明確でない（２７）。

なお，同じ行政調停と呼ばれるものでも，労働協約の締結に関わる紛争の

解決については，労働法第８４条が明文で労働行政部門が関係者を組織して

協調的に処理することが規定されている（２８）。

１４４★



② 「信訪」制度

労働紛争仲裁など労働紛争処理制度が中断していた１９５６年から８６年まで

の間にとられていた方法であるが，８７年に労働紛争処理制度が再開された

後も利用されている。特に，労働紛争が受理範囲に属さないあるいは仲裁申

立の時効を超過したことを理由に労働紛争仲裁委員会によって受理されなか

った場合の解決の道として利用されている（２９）。「信訪」は労働行政部門また

は事業所の主管部門に対して行なわれ，それを契機に行政部門が調整に乗り

出して紛争が解決されることもある。

③ 労働監察機構への告発（３０）

労働者は使用者が下した懲戒処分は違法であるとして労働行政部門の労働

監察機構へ告発することができる。労働行政部門は事業所に対して労働法規

などの遵守状況について検査・監督することが可能であり，労働監察機構が

調査の結果，使用者に確かな労働法規違反の行為があったことが判明した場

合，労働行政部門はその是正を命じることができる。ただし，労働行政部門

は使用者が出した懲戒処分の決定を直接取り消すことはできない。また，労

働者は是正の結果，その反射的利益を受けることができるだけである。

④ 労働組合

労働紛争の解決において労働組合は重要な役割を担い，労働紛争解決の全

過程においてなんらかの役割を果たすことが期待されている。調停および仲

裁においては調停委員会と仲裁委員会の構成員となるほか，従業員が企業に

よって労働の権益を侵害されていると認識し，労働紛争仲裁または人民法院

に対して訴訟を提起した場合，労働組合はこれを支持し，援助するものとさ

れている（労組（３１）第２１条）。また，企業や事業単位で操業停止や怠業などの

争議行為が発生した場合，労働組合は従業員を代表して，当該企業・事業単

位もしくは関係方面と協議し，従業員の意見および要求を伝え，かつ解決の
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ための意見を提出することになっている（労組第２７条）。ただし，労働組合

は常に従業員側に立っているわけではなく，上記の場合でも正常な生産・労

働秩序を迅速に回復させることに主眼がおかれている（労組第２７条）。また

実態としても国有企業などにおいて，労働組合は経営者，共産党と密接な関

係にあり，経営側と対抗的な関係にはない（３２）。なお，県級以上の総工会は，

所属の労働組合および従業員に法律サービスを提供することができる（労組

第２９条）（３３）。

２．受理範囲

労働法および企業労働紛争処理条例に基づいた制度をとおして解決される

労働紛争の受理範囲は次のとおりである。

�１ 紛争の範囲

企業労働紛争処理条例は，中国国内の企業と従業員との間で発生した次の

各労働紛争を本条例が適用される紛争の範囲としている。すなわち，�１企業

が従業員を「開除」，「除名」，「辞退」したことまたは従業員が辞職，無断退

職したことによって生じた紛争，�２国の賃金，保険，福祉，訓練，労働保護

に関わる定めを実施したことにより生じた紛争，�３労働契約の履行により生

じた紛争，�４法律，法規が本条例によって処理すると定めたその他の労働紛

争などである（条例第２条）。

また，２００１年に出された最高人民法院の司法解釈によって，下記の紛争

も企業労働紛争処理条例が規定する労働紛争に属するものとされた。すなわ

ち，�１労働契約の履行過程において発生した使用者と労働者との紛争，�２使

用者と労働者との間に書面による労働契約は未締結であるが，すでに労働関

係が形成され，その後に発生した紛争，�３労働者が退職した後に，統一的な

社会保険に未加入の原事業所に対して，養老年金，医療費，労災保険の取扱

いおよびその他の社会保険費を督促したことによって発生した紛争（３４），な

１４６★



どである（解釈第１条）。

なお，労働紛争仲裁委員会が当事者の申し立てた仲裁事項は労働紛争に属

さないとの理由で不受理の裁定または決定を行なった場合でも，人民法院は

当事者が不受理に不服で訴えを提起したものについては独自に判断して次の

ように処理する。すなわち，�１労働紛争事件に属すると判断した場合は受理

し，�２労働紛争事件に属さないが，人民法院が主管するその他の事件に属す

ると判断した場合も，法に基づき受理する（解釈第２条）（３５）。

�２ 使用者の範囲

労働法はその適用範囲を，中国国内の企業，個人経済組織およびこれらと

労働関係を形成している労働者と規定する。また，国家機関，事業単位，社

会団体およびこれらと労働契約関係を結んでいる労働者についても，本法に

基づき執行することとしている（労法第２条）。したがって，所有形態にかか

わらず中国国内の国有企業，私営企業，外商投資企業などすべての企業が対

象となる。また，国家機関，事業単位，社会団体は企業に属さないが，それ

らと労働契約を通じて労働関係を有している一定の労働者との間で発生した

労働紛争も受理範囲となる。

�３ 労働者の範囲

中国国内の企業，個人経済組織およびこれらと労働関係を形成する「固定

工」制の労働者（３６），労働契約制の労働者ならびに労働行政機関が承認した

労働契約を締結した臨時労働者，季節労働者，出稼ぎ農民などが対象となる。

また，�１国家機関，事業単位，社会団体の用務員，�２企業化管理を行なって

いる事業単位の職員，�３労働契約（招聘契約も含む）を通じて国家機関，事

業単位，社会団体と労働関係を有しているその他の労働者（説明第２条②），

�４個人工商業者の臨時労働者または見習労働者（条例第３９条）も含まれる。

ただし，公務員および公務員制度を準用している事業単位および社会団体の

職員ならびに農業に従事している農民，現役の兵士および家政婦などは除外
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される（説明第２条③）。

なお，使用者と労働者との間で労働紛争が発生した場合は，労働契約を締

結しているか否かにかかわらず，事実上の労働関係が存在し，かつ労働法と

企業労働紛争処理条例の適用範囲内にあれば，労働紛争仲裁委員会はすべて

受理しなければならない（意見第８２条）。換言すれば，労働紛争仲裁委員会

は労働契約を確認していないことを理由に，当該労働紛争の受理を拒否する

ことはできない（意見第８３条）。また，労働紛争仲裁委員会は国家機関，事

業単位，社会団体とその労働者またはその他これらと労働契約関係を有して

いる労働者との間，個人工商業者と労働者との間，軍隊または武装警察部隊

の下にある事業単位または企業と軍籍にない労働者との間で発生した労働紛

争についても受理しなければならない（条例第３９条，意見第８４条）。

３．調 停

調停は労働紛争解決の全過程において試みられる。労働法および企業労働

紛争処理条例は，事業所内に設置される労働紛争調停委員会による調停，労

働紛争仲裁委員会による仲裁内の調停，人民法院による訴訟内の調停を想定

しているが，労働紛争仲裁委員会の非立案形式による調停も公式統計などに

表れている（３７）。また，これ以外にも前述のとおり，行政部門による調停な

ども存在している。以下では，労働法および企業紛争処理条例が規定する労

働紛争調停委員会による調停について検討する（３８）。

企業などは事業所内に労働紛争調停委員会を設置することができ，同委員

会はその企業で生じた労働紛争を調停する責任を負う。２０００年現在で，２２

万２８８８の委員会が設立されている。労働紛争調停委員会は，従業員代表，

使用者代表および労働組合代表によって構成される。事務局は労働組合のな

かに設置され，労働組合代表が主任を担当する（労法第８０条①）。従業員代

表は従業員代表大会または従業員大会の選挙で決め，使用者代表は工場長

（社長）が指定し，労働組合代表は労働組合が指定する（条例第７条②）。
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労働紛争調停委員会の具体的構成人数については，従業員代表大会が提出

し，工場長（社長）と協議して決定されるが，使用者代表の人数は，全委員

の３分の１を超えてはならないこととなっている（条例第７条③）。なお，労

働組合がない企業においては従業員代表と使用者代表が協議して，労働紛争

調停委員会の設立や構成について決定する（条例第９条）。

労働紛争調停委員会は所在地の地方総工会または産業労働組合および地方

労働紛争仲裁委員会の指導を受ける（労調（３９）第２条）。調停委員は，一定の

労働法の知識，政策水準および実際の職業的能力を具備し，物事の処理が公

平で，立派であり，大衆と密接につながっていることが必要とされ，その名

簿は地方総工会および地方労働紛争仲裁委員会に登録される（労調第１１条）。

労働紛争調停委員会が調停する労働紛争の範囲は，企業労働紛争処理条例

の適用範囲と同じである（労調第３条）。当事者による調停の申請は，権利侵

害を知った日または当然知り得た日から起算して３０日内に，口頭または書

面の形式をもって調停委員会に提出され，かつ「労働紛争調停申請書」に記

入されなければならないとされる（労調第１４条）。労働紛争調停委員会によ

る調停は，当事者が調停を申請した日から３０日内に終結される。期限にい

たっても終結しない場合は，調停は成功しなかったものと見なされる（条例

第１０条）。調停合意に達した場合は，調停合意書が作成され，双方当事者は

それを積極的に履行しなければならない（労法第８０条②，条例第１１条）。ただ

し，法的拘束力は存在しない。調停が合意に達しない場合は，定められた期

間内に，労働紛争仲裁委員会に仲裁を申し立てることができる（条例第１１条）。

なお，労働紛争調停委員会に対しては，同委員会は管理部門の付属組織で

あり，経営者と一体であり，実効性のある公正な調停が期待できないという

批判がある（４０）。

４．仲 裁

労働紛争の仲裁のために設置されている機関は，県・市・市が管轄する区
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の労働紛争仲裁委員会である（条例第１２条）。２００１年現在，３１９２の委員会が

設立されている。各級の労働紛争仲裁委員会は同級の政府に対して責任を負

い（労仲（４１）第６条），労働行政部門の代表，同級労働組合の代表，事業者側の

代表（４２）の三者で構成される。労働行政部門の労働紛争処理機構が事務機構

として日常事務の処理に責任を負い（条例第１３条），主任は労働行政部門代表

が担当する（労法第８１条）。なお，事務機構は労働紛争およびその処理に関わ

る法律や政策についてのコンサルティングも職責としている（労仲第１２条）。

労働紛争仲裁委員会が紛争を処理する際は，３人の仲裁員で構成される仲

裁法廷が編成される（条例第１６条①）。ただし，簡単な労働紛争事件は，労

働紛争仲裁委員会が指定する単独の仲裁員によって処理することができる

（条例第１６条②）。また，重大なまたは困難があることが確実な労働紛争事件

の場合は，仲裁法廷は裁定に先立ち当該事件を仲裁委員会の討論・決定に付

託することができる（４３）。この場合，仲裁法廷は必ず仲裁委員会の決定に従

わなければならない（条例第１６条③）。

仲裁員は，省級以上の労働行政部門が実施する試験による資格の認定を必

要とし，国の一元的監督の下で労働仲裁員資格証書および労働仲裁員公務執

行証書が発行される（労仲第１４条）。仲裁員は，労働行政部門または政府そ

の他関係部門の職員，労働組合職員，専門家，学者および弁護士のなかから

労働紛争仲裁委員会が専任または兼任の仲裁員として招聘することになって

いる（条例第１５条①）。実際には，専任仲裁員は労働行政部門の労働紛争処

理業務従事者のなかから招聘されている。労働紛争仲裁委員会委員は，いず

れも仲裁員資格を有し，専任または兼任仲裁員として招聘することができる

（労仲第１５条）。仲裁員の任期は，３年である（４４）。なお，兼任の仲裁員は，

専任の仲裁員と同等の権利を有する（条例第１５条②）。

仲裁員が備えなければならない基本条件は次のとおりである。すなわち，

�１党の路線，方針，政策を支持し，四つの基本原則を堅持すること。�２原則

を堅持し，公平に法を執行し，品行が正しく，廉潔で公に尽くすこと。�３一

定の法律および労働関係業務の知識を有し，問題を分析および解決し，独立
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して事件を処理する能力を備えていること。�４労働紛争処理業務に３年以上

従事しまたは労働紛争処理に関係する（労働，人事，労働組合，法律など）業

務に５年以上従事し，かつ専門的な研修を受けていること。�５高等学校以上

の学歴があり，身体が健康であり，正常に業務を遂行することができること，

である（労仲第１６条）。

県・市・市が管轄する区の労働紛争仲裁委員会はその行政区域内で生じた

労働紛争に責任を負う。区が設置する市の労働紛争仲裁委員会および市が管

轄する区の労働紛争仲裁委員会が受理する労働紛争事件の範囲は，省・自治

区の政府が定める（条例第１７条）。なお，労働紛争が生じた企業と従業員が

同一の仲裁委員会の管轄地域にない場合は，当事者である従業員の賃金関係

所在地の仲裁委員会が処理する（条例第１８条）。

労働紛争仲裁委員会は労働紛争を処理する際，事件の関係者の記録文書，

資料およびその他の証明材料を閲覧する権限ならびに状況を知る人を調査す

る権限を有し，関係者はそれを拒絶してはならないことになっている（条例

第３３条）。当事者および関係者が労働紛争の処理過程で，虚偽の情報を提供

したり，関係文書，資料およびその他の証明材料の提供を拒んだ場合，仲裁

委員会は是正の教育をし，または是正を命じ，情状が重い場合は治安管理処

罰条例の定めに従って処罰する（条例第３７条）。

仲裁の申立ては，労働紛争発生の日（４５）から起算して６０日内に労働紛争仲

裁委員会に書面をもって申請されなければならない（労法第８２条）（４６）。ただ

し，不可抗力またはその他の正当な理由によって仲裁申立の時効を過ぎてし

まった場合は受理される（条例第２３条②）。また，労働紛争当事者が企業内

の労働紛争調停委員会に調停を申請した場合は，調停を申請した日から，仲

裁申立の時効が中断する。労働紛争調停委員会は３０日内に調停を終了させ

なければならないことから中断の期間も３０日を超えることはできない。調

停が終了した日あるいは調停が３０日を超えた場合はその次の日から，時効

は引きつづき計算される（意見第８９条）。

仲裁法廷が労働紛争を処理する際はまず調停を行なわなければならず，調
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査により判明した事実を基礎に当事者が自由意思によって合意に達するよう

促される（条例第２７条）。調停によって合意に達した場合，仲裁法廷は合意

の内容に基づき調停書を作成し，調停書は送達した日から法律上の効力を発

生する（条例第２８条①）。調停で合意に達することができないまたは調停書

を送達する前に当事者が合意内容に翻意した場合，仲裁法廷は速やかに裁定

を行なう（条例第２８条②）。裁定は，仲裁目的が経済的な賠償および補償に

及ぶ場合は変更の裁定を行なうことができ，その他の仲裁目的の場合は肯定

または否定の裁定を行なうことができると同時に，別に当事者に書面で仲裁

の提案を行なうことができる（労仲第３３条）。

仲裁裁定は仲裁申立を受理した日から６０日内に出さなければならない。

ただし，事件が複雑で延長が必要な場合は，仲裁委員会の承認を得て，３０

日を限度に適当に延長することができる（条例第３２条）。

仲裁裁定に異議がない場合，当事者は必ずそれを履行しなければならない

（労法第８２条）。仲裁裁定に不服な場合は，仲裁裁定書を受領した日から起算

して１５日内に人民法院に訴えを提起することができる。期限までに訴訟が

提起されない場合，その時点で裁定書に法的効力が発生する（条例第３０条）。

当事者は定められた期限内に法的効力の生じた調停書または裁定書の内容を

履行しなければならない。一方の当事者が法定期限内に訴えを提起せず，か

つ仲裁裁定を履行しない場合，もう一方の当事者は人民法院に強制執行を申

し立てることができる（労法第８３条）。

訴訟手続における裁判監督制度（４７）と類似の発想から，各級労働紛争仲裁

委員会の主任は，すでに法的効力が生じた裁定書が確実に誤っており，改め

て処理する必要があると判断した場合，再審を提起することができる。労働

紛争仲裁委員会が改めて処理すると決定した場合，原裁定の執行の終了およ

び原仲裁裁定書の無効が決定される。仲裁法廷は，無効を公表した日から７

日内に新たに編成され，再審理は３０日内に終結される（労仲第３４条③）。

労働紛争仲裁委員会は労働紛争解決における中心的な役割を果たしている

が，数年間の実践を経て，次のような問題点が指摘されている（４８）。すなわ
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ち，�１労働紛争仲裁委員会の設置が不十分であること，�２事件審理のための

組織および専門家の体制が十分確立していないこと，�３労働紛争仲裁委員会

内において行政的管理と事件審理業務の職責が曖昧になっていること，�４

「三方原則」に基づき労働行政部門，労働組合，使用者の三者によって構成

されるべき仲裁委員会の委員のうち，政府が指定することになっている総合

経済管理部門からの代表がなかなか決まらないこと，などである。

このため，労働紛争仲裁委員会では，積極的に事件処理方式を改善して，

事件処理の公正性と水準を向上させることにしている。例えば，「両分離」

制度を採用し，事件の受理と審理を分離し，審理と裁定を分離し，裁定にあ

たっては集団討論を実行してその内容を公文書として保存する方法などが実

施されてきた。このような制度を実施した結果，仲裁委員会内部では自己監

督，自己約束メカニズムが働き，仲裁事件処理の統一性と公正性が保証され

るようになったとされる（４９）。また，労働紛争仲裁委員会は労働・社会保障

部の要求に従って「三方原則」を堅持，強化することとし，労働行政部門，

労働組合，使用者の三者からの参加率を向上させ，各業界主管部門および弁

護士などの兼職仲裁員の参加率を２０％以上にすることが目標とされた（５０）。

５．訴 訟

各級人民法院の民事法廷が労働紛争の審理を行なう（５１）。当事者は，仲裁

裁定に不服な場合，仲裁裁定書を受領した日から起算して１５日内に人民法

院に訴えを提起することができる。また，仲裁裁定後，一方の当事者が法定

期限内に訴えを提起せず，かつ仲裁裁定を履行しない場合，もう一方の当事

者は法的効力の発生した仲裁裁定について人民法院に強制執行を申し立てる

ことができる（労法第８３条）。

なお，労働紛争仲裁委員会が仲裁申立時効の期限である６０日を超過して

いることを理由に不受理の裁定または決定を下した場合でも，人民法院はそ

れを不服として提起された訴えを必ず受理しなければならない（５２）。その上
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で，確実に仲裁申立期限を超過し，かつ不可抗力またはその他の正当理由が

ないものに対しては，法に基づいて訴訟の請求を棄却することとしている

（解釈第３条）。

労働紛争事件は事業所所在地または労働契約履行地の基層人民法院が管轄

する。労働契約履行地が不明なものは，事業所所在地の基層人民法院が管轄

する（解釈第８条）。

人民法院は労働紛争事件の受理後，民事訴訟法に従ってまず当事者に対す

る調停を行なう。調停不成立の場合は，すみやかに審理し，判決を下す。人

民法院は，使用者が労働者に対して出した「開除」，「除名」，「辞退」等の処

理またはその他の原因による労働契約の解除に確実な誤りがある場合は，取

消判決を下すことができるが（解釈第２０条①），一般には変更判決を出すこ

とはできない。人民法院は企業の誤りに対して取消の判決を出した後に，関

連する問題について当該企業またはその上級主管部門に対して是正を求める

司法建議を提出することができる。ただし，労働報酬，養老年金，医療費お

よび労災保険待遇，経済補償金，訓練費およびその他の関連費用等を督促す

る事件の場合は，給付額が不当なものについて，変更の判決を下すことがで

きる（解釈第２０条②）。

民事訴訟法の挙証責任の原則は「主張する者が，挙証する」ことにあるが，

労働紛争事件の場合は，一般に使用者は労働者より優位な地位にあることか

ら，一部の事件については挙証責任が使用者に転換されている。最高人民法院

の司法解釈によって，使用者が行なった「開除」「除名」「辞退」その他労働

契約の解除，労働報酬の減額，労働者の勤続年数計算等の決定によって発生し

た労働紛争については，使用者が挙証責任を負うものとされた（解釈第１３条）。

６．集団労働紛争に関する特別規定

�１ 労働協約の締結にかかわる紛争

労働協約の締結にかかわる紛争が発生し，当事者の協議が成立しない場合
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は，当該地の労働行政部門が関係者を組織して調整する（労法第８４条①）。

地方の各種企業および複数の省に跨らない中央直属企業における紛争は，省

の労働行政部門が管轄権を有する。全国的規模の持株会社または業種別会社

および複数の省に跨る中央直属企業における紛争は，国務院の労働行政部門

が指定する省の労働行政部門が受理し，または国務院の労働行政部門が関係

者に調整させる（協約（５３）第３０条）。

労働行政部門は，当事者の申請または必要と認めるときは自ら状況を見て

調整をはかることができる（協約第３２条）。調整をはかる場合は，同級の労

働組合代表，企業代表およびその他の関係分野の代表と共同で行なわなけれ

ばならない（協約第３３条）。調整の期限は受理決定の日から３０日内であり，

紛争が複雑であるか，処理に影響を与える客観的原因が生じて期間延長が必

要な場合は最長１５日延長できる（協約第３５条）。労働協約の締結に関わる紛

争の調整が成立した場合，労働行政部門は「調整取決書」を作成し，双方は

それを履行しなければならない（協約第３８条）。

�２ 労働協約の履行に関わる紛争

労働協約の履行に関わる紛争が発生した場合は，企業労働紛争処理条例に

基づいて処理される（協約第３９条）。すなわち，当事者の協議が成立しない

場合，当事者は労働紛争仲裁委員会に仲裁を申し立てることができ，仲裁裁

定に不服な場合は，仲裁裁定書を受領した日から起算して１５日内に人民法

院に訴えを提起することができる（労法第８４条②）。

�３ 集団労働紛争の処理

企業労働紛争処理条例は，労働紛争の当事者である従業員が３人以上あり，

かつ共通の理由があるときは，代表を選任して，調停または仲裁活動に参加

しなければならないことを定めている（条例第５条）。ただし，労働紛争仲裁

における従業員の代表数は，労働紛争仲裁委員会が決定する（労仲第１０条）。

特に，労働紛争の当事者である労働者の数が３０人以上である場合は，集
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団労働紛争とされ，労働紛争仲裁委員会事件処理規則の第７章「事件の特別

審理」に基づいて処理される。集団労働紛争は，一般に複雑で，処理が難し

く，社会的不安定を引き起こすおそれがあるため，労働紛争仲裁委員会側の

処理時間を短縮し，迅速，適時な処理が行なわれるよう制度上工夫されてい

る（５４）。

集団労働紛争を処理する際，労働紛争仲裁委員会は特別仲裁法廷を編成す

る。特別仲裁法廷は３名以上の奇数の仲裁員で編成される。集団労働紛争に

対しては「現地または近くで」という原則に従って処理することになってお

り，開廷場所は紛争が生じた企業またはその他速やかに事件を処理する上で

適切な場所に設けるものとされている（労仲第３８条）。労働紛争仲裁委員会

は，集団労働紛争の申立書を受領した日から３日内に受理または不受理の決

定を行なう（労仲第３９条）。特別仲裁法廷は，まず初めに調停を行ない，ま

たは従業員代表と企業代表が協議のための会議を開催することを促し，判明

した事実を基礎に当事者の自由意思によって合意が達成されるよう促進する

（労仲第４１条①）。集団労働紛争の処理は，特別仲裁法廷を編成した日から

１５日内に終了しなければならない。ただし，事件の内容が複雑な場合は，

適当な期間延長することができるが，最長１５日を超えてはならない（労仲

第４３条）。

Ⅲ 労働紛争事件の推移

１．労働紛争統計（５５）

労働紛争事件に関する統計が公表されるようになったのは１９９２年からで

ある（表１）。労働紛争仲裁委員会の受理件数は９２年の８１５０件から継続的に

増加し，２００１年には約１５万５千件に上った（年平均３８．７％増）。人民法院

に提起される労働紛争事件の件数も一貫して増加しており，９２年には約２
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万件であった結審数は，２００１年には１０万件を超過するにいたっている。こ

の間，民事事件に占める割合も約１％から２％に上昇している。これに対し

て労働紛争調停委員会の受理件数は一時期減少するなど伸び方は緩やかであ

り（年平均７．６％増），２０００年の受理件数は１３万５００３件となっている。

労働紛争の原因について，労働紛争仲裁委員会は，当初１９９２年から９５年

までは労働契約制労働者と固定工制労働者を別々に分けて統計を発表してい

たが（表２－１），労働契約制への移行にともない９７年以降は一つにまとめら

れた（表２－２）。従来，労働契約制労働者の労働紛争の原因は，�１労働契約

の履行，�２労働契約の終了，�３労働契約の変更，�４労働契約の解除，�５労働

契約の更新，�６その他に分類され，固定工制労働者は，�１「開除」「除名」，

�２「辞職」「辞退」，�３労働報酬，�４保険・福利，�５労働条件，�６その他に分

類されていた。９７年以降は，�１労働契約の履行（労働報酬，保険・福利，労

働保護，職業訓練），�２労働契約の変更，�３労働契約の解除，�４労働契約の終

了，�５その他に整理された。９７年以降の紛争原因の構成比では，労働報酬

と保険・福利の二つに関する労働紛争の合計が連続して過半数を占め，労働

契約の解除がそれに続いている。

労働紛争仲裁委員会における所有形態別の労働紛争受理件数は，国有企業

の数そのものは減少傾向にあるにもかかわらず合理化や企業再編など国有企

業改革の過程で新たな労働紛争が断続的に発生し，全体の２割強と依然大き

な割合を占めている（表３）。外商投資企業も同様に２割強を占め，企業数や

労働者数を考慮した場合，国有企業よりも労働紛争の発生率が高いことがわ

かる。続いて，都市集団企業，私営企業の順で件数が多くなっているが，所

有形態・労働形態の多様化で私営企業，聯営・株式制企業，個人工商業者，

機関・社団・事業単位のいずれの増加率も高くなっている。

所有形態別の労働紛争原因をみると，いずれの形態においても労働報酬と

保険・福利に関する労働紛争が多いことがうかがわれる（表４）。そのなか，

外商投資企業では労働契約の解除に関する紛争が，私営企業と個人工商業者

では労働保護に関する紛争の比重が相対的に大きくなっている。
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表１ 労働紛争事件数の推移

１９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１

労働紛争調停委員会
受理件数
人 数
うち集団労働紛争
人 数

調停成功件数

…
…
…
…
…

…
…
…
…
…

…
…
…
…
…

９３，５７８
４８８，２８８
２０，３８０
３４８，８２９
７０，１４３

８６，０３７
４３６，２９３
１６，９３５
２７７，０１２
６２，５９３

７２，５９４
３１１，７０６
１４，５２９
２０４，４８９
４７，５２８

１５２，０７１
…

４７，２９９
…

１１２，６５９

１１３，３８１
…

２３，０３３
…

８１，２３４

１３５，００３
…

３３，１１１
…

８０，６１７

…
…
…
…
…

労働紛争仲裁委員会
受理件数
人 数
うち集団労働紛争
人 数

結審件数
仲裁調停
仲裁裁定
その他の方式

非立案形式による調停件数

８，１５０
１７，４１７
５４８

９，１００
７，８６１
４，７１２
１，１７８
１，９７１
…

１２，３６８
３５，６８３
６８４

１９，４６８
１１，４０３
６，００４
１，７０９
３，６９０
…

１９，０９８
７７，７９４
１，４８２
５２，６３７
１７，９６２
９，３６２
３，４６５
５，１３５
…

３３，０３０
１２２，５１２
２，５８８
７７，３４０
３１，４１５
１７，９９０
７，２６９
６，１５６
７４，３０３

４７，９５１
１８９，１２０
３，１５０
９２，２０３
４６，５４３
２４，２２３
１２，７８９
９，５３１
９２，００１

７１，５２４
２２１，１１５
４，１０９
１３２，６４７
７０，７９２
３２，７９３
１５，０６０
２２，９３９
３８，９８１

９３，６４９
３５８，５３１
６，７６７
２５１，２６８
９２，２８８
３１，４８３
２５，３８９
３５，１５５
４６，８３８

１２０，１９１
４７３，９５７
９，０４３
３１９，２４１
１２１，２８９
３９，５５０
３４，７１２
４７，０２７
４８，５０５

１３５，２０６
４２２，６１７
８，２４７
２５９，４４５
１３０，６８８
４１，８７７
５４，１４２
３４，６６９
７２，３９９

１５．５万
４６．７万
９，８４７
２８．７万

…
…
…
…

６．４万

人民法院
受理件数１）

労働報酬紛争事件
労働争議紛争事件２）

１９，８９８
…
…

…
…

１，０９２

２３，６２２
２１，３７３
２，２４９

２８，２８５
２５，３３５
２，９５０

３７，５５８
３２，６１１
４，９４７

５０，１２４
４３，０００
７，１２４

５９，１１８
４７，６５０
１１，４６８

７３，３４０
５３，３２０
２０，０２０

７６，３７８
４５，９７２
３０，４０６

１００，９２３
４６，１２６
５４，７９７

（注）１）１９９２年は結審件数。
２）労働争議紛争事件は，企業の正常な生産経営および社会の安定に影響し，多くは直接集団ストライキや集団陳情を引き起こしていると
される（『中国法律年鑑』１９９７年版，１６３ページ）。

（出所）『中国労働統計年鑑』『中国法律年鑑』各年版。ただし，２００１年は「２００１年度労働和社会保障事業発展統計公報」（２００２年６月１１日）。
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表２－１ 労働紛争原因の推移（労働紛争仲裁委員会）

１９９２ １９９３ １９９４ １９９５

受理件数 ８，１５０ １２，３６８ １９，０９８ ３３，０３０

（労働契約制労働者）

労働契約の履行

労働契約の終了

労働契約の変更

労働契約の解除

労働契約の更新

その他

３，９０５

２，００３

３３４

…

１，４２１

１４７

…

５，１３１

２，３２７

４８６

２０９

１，５５２

１４０

４１７

８，３６７

４，１５９

８１２

２６３

２，０７８

２０８

８４７

１３，６９８

８，４８８

９５０

３４０

２，６９８

２２６

９９６

（固定工制労働者）

開除，除名

辞職，辞退

労働報酬

保険・福利

労働条件

その他

３，１０１

２，１３１

１０４

１９２

３７６

６３

２３５

４，５６８

１，８９１

７１２

６２５

７８５

６９

４８６

７，３３１

２，１４３

１，０１１

１，８４３

１，５６６

９６

６７２

８，２５９

２，０２６

９７１

２，５６１

１，８０５

１３２

７６４

（その他労働者） １，１４４ ２，６６９ ３，０７４ ４，０９１

（出所）『中国労働統計年鑑』各年版。

表２－２ 労働紛争原因の推移（労働紛争仲裁委員会）

１９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００

件 構成比
（％） 件 構成比

（％） 件 構成比
（％） 件 構成比

（％） 件 構成比
（％）

受理件数 ４７，９５１ ７１，５２４ ９３，６４９ １２０，１９１ １３５，２０６

労働契約の履行
労働報酬
保険・福利
労働保護
（安全・衛生）
職業訓練

労働契約の変更
労働契約の解除
労働契約の終了
その他

…
…
…
…
…
…
…
…

２９，１５０
１１，９９５
２，２５６

５３３
２，９９２
１０，３３７
５，３４４
８，９１７

４０．８
１６．８
３．２

０．７
４．２
１４．５
７．５
１２．５

３１，３９６
２０，２０６
６，９３１

５６６
２，８４０
１３，０６９
４，７５２
９，５１５

３３．５
２１．６
７．４

０．６
３．０
１４．０
５．１
１０．２

４４，６９０
２８，８３２
７，８２０

６１５
３，４６９
１８，１０８
８，０３１
８，６２６

３７．２
２４．０
６．５

０．５
２．９
１５．１
６．７
７．２

４１，６７１
３１，３５０
１３，００８

８３４
３，８２９
２１，１４９
１０，８１６
１２，５４９

３０．８
２３．２
９．６

０．６
２．８
１５．６
８．０
９．３

（出所）『中国労働統計年鑑』各年版。
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労働紛争仲裁委員会における処理方式は，全体としては仲裁調停によって

解決される割合が減少し，仲裁裁定が下される割合が増加する傾向にある

（表５）。１９９２年当時は５９．９％が調停によって解決され，仲裁裁定は１５．０％

にとどまっていたが，２０００年にその割合は逆転し，調停が３２．０％，仲裁裁

定が４１．４％となった。これは伝統的な所有形態である国有企業や都市集団

企業においても調停による解決が困難となり，仲裁裁定にいたる事件の割合

が増加していることに起因している。所有形態別にみると，私営企業と個人

工商業者においては調停の割合が相対的に高く，外商投資企業においては調

停が低い代わりにその他の割合が高くなっていることがわかる（表６）。

労働紛争仲裁委員会における所有形態別処理結果の統計をみると，全体と

して半数以上の事件については労働者側の主張が認められ，使用者側の主張

が認められたのは１０．５％にとどまる（表７）。特に私営企業と個人工商業者

においては，労働者勝利が６割を超えているのに対して，使用者勝利は１割

に満たない（５６）。

表３ 所有形態別労働紛争受理件数の推移（労働紛争仲裁委員会）

１９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００

件 構成比
（％） 件 構成比

（％） 件 構成比
（％） 件 構成比

（％） 件 構成比
（％）

合 計 ４７，９５１ ７１，５２４ ９３，６４９ １２０，１９１ １３５，２０６

国有企業

都市集団企業

農村集団企業

外商投資企業＊

私営企業

聯営・株式制企業

個人工商業者

機関・社団・事業単位

その他

１６，３９０

８，９６３

３，４２５

１０，０８３

３，５３５

２，８３０

１，１１９

１，２５７

４４１

３４．２

１８．７

７．１

２１．０

７．４

５．９

２．３

２．６

０．９

１８，５４６

１１，１０１

５，９６５

２３，２４４

７，３２７

２，０８６

９７４

１，１１９

１，２０６

２５．９

１５．５

８．３

３２．５

１０．２

２．９

１．４

１．６

１．７

２２，１９５

１３，５７９

１２，１２５

２２，５３７

１０，７９０

４，５３７

１，５８５

１，４７８

４４４

２３．７

１４．５

１２．９

２４．１

１１．５

４．８

１．７

１．６

０．５

２６，７２６

１８，１６３

１０，０６８

２７，８２４

１３，９２９

６，６４９

２，４４９

２，２４３

１２，１４０

２２．２

１５．１

８．４

２３．１

１１．６

５．５

２．０

１．９

１０．１

３２，７１５

２３，２０３

３，９２７

２０，９３０

２０，１２８

１４，５２１

４，０９８

４，２８９

１１，３９５

２４．２

１７．２

２．９

１５．５

１４．９

１０．７

３．０

３．２

８．４

（注）＊香港，マカオ，台湾企業を含む。
（出所）『中国労働統計年鑑』各年版。
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表４ 所有形態別紛争原因（２０００年）

合 計

労働契約の履行 労 働 契 約
の 変 更

労 働 契 約
の 解 除

労 働 契 約
の 終 了

そ の 他
労働報酬 保険・福利 労働保護 職業訓練

件 構成比
（％） 件 構成比

（％） 件 構成比
（％） 件 構成比

（％） 件 構成比
（％） 件 構成比

（％） 件 構成比
（％） 件 構成比

（％）

合 計 １３５，２０６４１，６７１ ３０．８ ３１，３５０ ２３．２ １３，００８ ９．６ ８３４ ０．６ ３，８２９ ２．８ ２１，１４９ １５．６ １０，８１６ ８．０ １２，５４９ ９．３

国有企業 ３２，７１５ ８，１０５ ２４．８ ８，３８９ ２５．６ ２，２２２ ６．８ １９７ ０．６ １，１９５ ３．７ ６，３０５ １９．３ ３，５１９ １０．８ ２，７８３ ８．５
都市集団企業 ２３，２０３ ６，４２２ ２７．７ ６，３０７ ２７．２ ２，０５１ ８．８ １０４ ０．４ ５７５ ２．５ ３，１６７ １３．６ １，７３９ ７．５ ２，８３８ １２．２
農村集団企業 ３，９２７ １，１３４ ２８．９ １，３８４ ３５．２ ３７２ ９．５ ２ ０．１ ４６ １．２ ２５９ ６．６ １４３ ３．６ ５８７ １４．９
外商投資企業＊ ２０，９３０ ７，４１４ ３５．４ ２，７２７ １３．０ ２，４３７ １１．６ ２２４ １．１ ３２８ １．６ ４，６２１ ２２．１ １，７１２ ８．２ １，４６７ ７．０
私営企業 ２０，１２８ ７，５３９ ３７．５ ４，３７５ ２１．７ ３，３５１ １６．６ １１３ ０．６ ２９１ １．４ ２，３４０ １１．６ ７２５ ３．６ １，３９４ ６．９
聯営・株式制
企業 １４，５２１ ３，９８４ ２７．４ ３，２７３ ２２．５ １，３９４ ９．６ １５２ １．０ ５２１ ３．６ ２，２１２ １５．２ １，２８１ ８．８ １，７０４ １１．７

個人工商業者 ４，０９８ １，８４２ ４４．９ ７７６ １８．９ ７０７ １７．３ １０ ０．２ ４２ １．０ ２９７ ７．２ １０８ ２．６ ３１６ ７．７
機関・社団・
事業単位 ４，２８９ ９３３ ２１．８ １，０４４ ２４．３ １２１ ２．８ ２１ ０．５ ６４ １．５ ７７７ １８．１ ２８３ ６．６ １，０４６ ２４．４

その他 １１，３９５ ４，２９８ ３７．７ ３，０７５ ２７．０ ３５３ ３．１ １１ ０．１ ７６７ ６．７ １，１７１ １０．３ １，３０６ １１．５ ４１４ ３．６

（注）＊香港，マカオ，台湾企業を含む。
（出所）『中国労働統計年鑑』２００１年版。

表５ 労働紛争仲裁委員会における処理方式の推移

１９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００

件 構成比
（％） 件 構成比

（％） 件 構成比
（％） 件 構成比

（％） 件 構成比
（％） 件 構成比

（％） 件 構成比
（％） 件 構成比

（％） 件 構成比
（％）

結審件数 ７，８６１ １００ １１，４０３ １００ １７，９６２ １００ ３１，４１５ １００ ４６，５４３ １００ ７０，７９２ １００ ９２，２８８ １００１２１，２８９ １００１３０，６８８ １００
仲裁調停 ４，７１２ ５９．９ ６，００４ ５２．７ ９，３６２ ５２．１ １７，９９０ ５７．３ ２４，２２３ ５２．０ ３２，７９３ ４６．３ ３１，４８３ ３４．１３９，５５０３２．６４１，８７７３２．０
仲裁裁定 １，１７８ １５．０ １，７０９ １５．０ ３，４６５ １９．３ ７，２６９ ２３．１ １２，７８９ ２７．５ １５，０６０ ２１．３ ２５，３８９ ２７．５３４，７１２２８．６５４，１４２４１．４
その他の方式 １，９７１ ２５．１ ３，６９０ ３２．４ ５，１３５ ２８．６ ６，１５６ １９．６ ９，５３１ ２０．５ ２２，９３９ ３２．４ ３５，１５５ ３８．１４７，０２７３８．８３４，６６９２６．５

（出所）『中国労働統計年鑑』『中国法律年鑑』各年版。
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表６ 労働紛争仲裁委員会における所有形態別処理方式（２０００年）

合 計
仲裁調停 仲裁裁定 その他

件 構成比
（％） 件 構成比

（％） 件 構成比
（％）

合 計 １３０，６８８ ４１，８７７ ３２．０ ５４，１４２ ４１．４ ３４，６６９ ２６．５

国有企業 ３２，１２１ １０，４４５ ３２．５ １５，３５６ ４７．８ ６，３２０ １９．７
都市集団企業 ２２，０８７ ７，６６０ ３４．７ ９，５１０ ４３．１ ４，９１７ ２２．３
農村集団企業 ３，５５９ １，３０３ ３６．６ １，６４９ ４６．３ ６０７ １７．１
外商投資企業＊ ２０，８４４ ４，４４３ ２１．３ ６，７８３ ３２．５ ９，６１８ ４６．１
私営企業 １９，１８４ ７，７８８ ４０．６ ５，７３５ ２９．９ ５，６６１ ２９．５
聯営・株式制企業 １３，７８３ ４，３６２ ３１．６ ５，８８４ ４２．７ ３，５３７ ２５．７
個人工商業者 ３，９８６ １，９４２ ４８．７ １，０３７ ２６．０ １，００７ ２５．３
機関・社団・事業単位 ４，０００ １，１８４ ２９．６ １，２６４ ３１．６ １，５５２ ３８．８
その他 １１，１２４ ２，７５０ ２４．７ ６，９２４ ６２．２ １，４５０ １３．０

（注）＊香港，マカオ，台湾企業を含む。
（出所）『中国労働統計年鑑』２００１年版。

表７ 労働紛争仲裁委員会における所有形態別処理結果（２０００年）

合 計
使用者勝利 労働者勝利 双方部分勝利

件 構成比
（％） 件 構成比

（％） 件 構成比
（％）

合 計 １３０，６８８ １３，６９９ １０．５ ７０，５４４ ５４．０ ３７，２４７ ２８．５

国有企業 ３２，１２１ ４，７５０ １４．８ １５，９４０ ４９．６ １０，４７４ ３２．６
都市集団企業 ２２，０８７ １，９７５ ８．９ １２，３６４ ５６．０ ６，６９２ ３０．３
農村集団企業 ３，５５９ ３４０ ９．６ ２，１２５ ５９．７ １，０２５ ２８．８
外商投資企業＊ ２０，８４４ ２，１３２ １０．２ １２，６２８ ６０．６ ６，０７３ ２９．１
私営企業 １９，１８４ １，４５１ ７．６ １１，８１４ ６１．６ ５，７５６ ３０．０
聯営・株式制企業 １３，７８３ １，７５０ １２．７ ８，６１４ ６２．５ ３，３７１ ２４．５
個人工商業者 ３，９８６ ２１３ ５．３ ２，７１２ ６８．０ ９９１ ２４．９
機関・社団・事業単位 ４，０００ ６６８ １６．７ ２，１３５ ５３．４ １，１４４ ２８．６
その他 １１，１２４ ３９０ ３．５ ２，２１２ １９．９ １，７２１ １５．５

（注）構成比の合計は１００％とはならない。
＊香港，マカオ，台湾企業を含む。

（出所）『中国労働統計年鑑』２００１年版。
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２．労働紛争事件の特徴

労働部による１９９３年の労働紛争処理制度の研究では，当時の労働紛争の

変化として次の特徴があったことが記されている（５７）。すなわち，�１集団労

働紛争が増加していること，�２外商投資企業と私営企業の労働紛争が増加し

ていること，�３契約制労働者の拡大によって，労働契約の履行に起因する労

働紛争が増加していること，�４労働報酬および保険に起因する労働紛争が増

加していること，�５労働契約が未締結なままのいわゆる事実上の労働関係に

おける労働紛争が増加していること，�６特殊な労働関係や利益関係に起因す

る労働紛争，例えば，外商投資企業と外国籍労働者の労働紛争，企業と退職・

離職者との労働紛争，経営赤字による賃金・退職年金等の不払いに起因する

労働紛争，従業員の第二職業や労働力の流動化に起因する労働紛争などが増

加していること，�７「信訪」制度によって解決されてきた潜在的な労働紛争

事件が，仲裁申立によって顕在化してきたこと，�８労働紛争処理の難易度が

増加し，当事者の協議や調停では解決できず，仲裁裁定や訴訟での解決に持

ち込まれる事件が増加していること，などである。

１９９９年に労働紛争仲裁委員会で処理された労働紛争事件の特徴について

もほぼ同様な指摘がなされている（５８）。すなわち，�１労働紛争の全体量と関

係する労働者の人数が継続的に大幅に上昇している，�２国有企業の労働紛争

事件の割合が下降し，非国有企業の労働紛争事件の割合が顕著に上昇した，

�３集団労働紛争の上昇率が大きく，特に外商投資企業等に集中している，�４

東部沿海地区の労働紛争事件が中西部地区と比べてきわめて多い，�５労働者

の勝訴率が継続して高まり，使用者による勝訴率は低下している，�６労働紛

争事件処理において，裁定の割合がさらに高まり，北京など１８の省や市で

は仲裁裁定数が仲裁調停数より顕著に多くなっている。

一方，人民法院が受理した労働紛争の特徴としては，次の指摘がなされて

いる（５９）。�１労働関係の解除による紛争が多数を占めていること。また紛争
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原因が，規定に基づかない採用・解雇・「档案」（６０）返還手続の実施および規

定に基づかない養老保険・失業保険・医療保障などの納付に関する紛争なら

びに企業改革および社会保障制度の確立以降に新たに発生した定年前の内部

除籍（６１）の無効確認要求および再就職サービス・センターに対するレイオフ

期間の養老保険・医療保険・失業保険の納付補ł 要求に関する新型紛争など

へ拡大していること。�２訴訟主体である原告の多くは労働者，特に外地労働

者であり，一部には外国籍労働者も存在すること。被告の使用者は国有企業

と集団企業から株式制企業，聯営企業，三資企業，私営企業および個体経済

組織に広がっていること。�３労働契約の未締結による事実上の労働関係に属

する訴訟が増加していること。�４大衆訴訟が突出しており，矛盾が容易に激

化し，例えば大衆性の労働報酬紛争などが発生していること。�５現行の法律，

法規および政策の規定が繁雑かつ原則的な内容であり，一部の法律と法規の

間，法律，法規と政策の間に相互矛盾があるために適用が困難となっている

こと，などがあげられている。

Ⅳ 現行労働紛争解決制度の若干の問題

１．受理範囲

労働紛争の具体的な事件は複雑となる一方，労働紛争仲裁委員会の受理範

囲は企業労働紛争処理条例に規定されている４分類に制約されている。２００１

年の司法解釈によって，人民法院は退職した従業員と原事業所との間の退職

年金や社会保険をめぐる紛争などにも受理範囲が拡大されたが，転換期の中

国において現実に発生している多様な労使間紛争をすべて範疇に収めるもの

になっていない。これらの紛争は労働紛争仲裁委員会においては不受理とさ

れ，非立案方式による行政調停や「信訪」制度など労働法上の制度外のルー

トを模索することが求められている。
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２．時 効

民法通則は，法律に別に定めがある場合を除き，一般的な民事権利に対す

る訴訟時効を２年とし（第１３５条），�１身体傷害に対する賠償，�２品質不合

格商品の販売，�３賃借料の支払い延滞または拒否，�４寄託財物の紛失または

毀損の４件に限り１年としている（第１３６条）。労働法は訴訟提起の前提と

なっている仲裁申立の時効については規定しているものの，労働紛争の訴訟

時効については明文の規定を有していない。それにもかかわらず，実際の裁

判においては仲裁申立の時効が期限として準用されているので，使用者が労

働契約に違反した場合などには労働者の訴権は制約され，十分な救済を受け

られず，むしろ違約責任者である使用者を利するおそれがあることが指摘さ

れている（６２）。その仲裁申請の時効についても，企業労働紛争処理条例は当

事者がその権利が侵害されたことを知ったまたは知り得た日から起算して６

カ月内としていたが，その後制定された労働法の規定によって労働紛争発生

の日から起算して６０日内と修正され，さらに短縮された（６３）。期限の短縮は，

紛争の早期解決や挙証が困難となることを回避して労働者を利することを目

的としていたはずであるが，逆に労働者の救済の機会を減じてしまう形とな

っている。

３．労働紛争事件とその他の民事事件の交差

国有企業改革の過程にある中国においては労使間の紛争は多岐にわたり，

労働紛争処理の実務上，労働紛争事件とその他の民事事件の交差が問題とな

ることがある。同一の事件が労働紛争および民事紛争の両方に跨っている場

合，労働紛争仲裁委員会と人民法院の管轄権の問題が生じ，当事者の訴権を

侵害することがあると指摘されている（６４）。例えば，次の事例は『労働争議

処理与研究』（１９９６年第３期）で紹介され，誌上で討論されたものであるが，
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事件の定義と管轄をめぐって複数の異なる意見が出されている（６５）。

事例：申立人は某都市集団企業の内部除籍の従業員であり，家屋も工

場敷地内にある。安全に居住するために申立人は自分で家の周りに壁を

作った。被申立人である某集団企業は，数次にわたり申立人と交渉し，

自ら周囲の壁を取り壊すよう要求したが，申立人は取り合わなかった。

被申立人は申立人が壁を取り除くよう促すため，申立人の給与の支払い

を停止する措置をとり，かつ繰り返し申立人が壁を取り除きさえすれば，

停止していた給与を全部補って支払うことを言明した。このために申立

人は労働紛争仲裁委員会に申立てを提出し，停止している給与の全額支

払いを要求した。

これらの意見は四つに整理される（６６）。すなわち，�１本事件は労働紛争に

属さず，受理すべきでない。当事者は労働報酬の督促を求める民事事件とし

て人民法院に提訴するか，行政方式をとおして解決することができる。�２本

事件は労働紛争に属し，受理すべきである。�３本事件は労働紛争でありかつ

民事紛争でもある。労働紛争仲裁委員会および人民法院はいずれも直接受理

することができる。�４本事件は労働紛争であり，まずは労働紛争仲裁委員会

が一部裁定の形式を採って企業の給与支払い停止を中止させ，その上で企業

が裁定に不服な場合は訴訟を提起し，壁の取り壊しを訴訟目的として加える，

というものである。実際にはこのような交差事件が発生した場合，労働紛争

仲裁委員会は概して受理しないという状況があり，不受理は当事者の訴権を

奪うものであると批判されてきた（６７）。

おわりに

中国における労働紛争の解決において調停は今なお重要な役割を果たして

いるが，国有企業改革や労働制度改革によって当事者が独立した主体として

の地位を確立し，利害関係が明確化するにともないその相対的な地位は低下
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している。特に仲裁申立以降の調停成功率は著しく減少しており，１９９２年

の約６割から２０００年には約３割に落ち込んでいる。裁判内の調停について

も同様の傾向があることが報告されている（６８）。その一方で，件数の増加率

は緩やかではあるが，労働紛争調停委員会では６割以上，同委員会以外によ

る事業単位における調停では８割以上の調停成功率が維持されている。この

ことは労働紛争発生後，多くの当事者は企業内部での解決を望むが，労使の

利害対立が明確化するなか，仲裁申立がなされた後の調停は困難となり，第

三者に判断を求める傾向が強くなっていることを示している。

中国の労働紛争では訴訟に先立って仲裁が行なわれることが要件とされて

いるので，労働紛争仲裁委員会の果たす役割は重要である。しかし，同委員

会の力量の問題に加え，企業労働紛争処理条例の規定する受理範囲や申立時

効にも問題があるため，公の機関として設置された労働紛争仲裁委員会であ

っても非立案による調停という制度外の対応が公然と求められている。特に，

国有企業改革や労働制度改革は，住宅，保険，年金，医療など計画経済体制

時代の制度にもドラスチックな変化を加えており，移行期におけるこれらの

問題と労働の問題が複合的に現れ，現行制度での解決を困難とさせている。

また，仲裁裁定または仲裁申立の不受理を不服として提起される訴訟も多く，

「一裁両審」（６９）の現行制度は事実上の三審制となっており，労働紛争の長期

化をもたらしている。

この情況を改善するために，労働紛争仲裁委員会の機能を高めるとともに，

仲裁と訴訟のいずれか一方のみを選択する方式に改めることや専門の労働法

廷または労働法院を設置することが提案されている（７０）。また，労働・社会

保障部はそれ以外の新しいルート，特に民間組織を利用した紛争解決の開拓

に力を入れている（７１）。その一つは労働に関する法律コンサルティングや建

議を行なう労働法律諮詢服務機構の設立である。すでに複数の省・市におい

て設立され，企業内での調停成立に実績を上げていることが報告されている（７２）。

しかし，労働紛争解決機関の改革と同時により根本的に必要とされているこ

とは，労働者の救済の機会を奪い，使用者の侵害行為責任を免除するおそれ
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のある現行労働法を労働者の立場から再設計することであり，早期の改定が

期待される。

注�１ 高珂・湯樹栄編著『債務与労働争議案件司法実務』新時代出版社，１９９３年，１８１
ページ。
�２ 「全国労働争議処理工作会議紀要」（労働部労働関係与監察司編『労働争議
処理工作手冊』（第五輯）中国労働出版社，１９９８年）。
�３ 「沿着党的十五大指引的方向，努力做好労働争議処理工作」労働部労働関係
与監察司司長任澤民同志在全国労働争議処理工作会議上的工作報告（１９９７年
１１月２６日）。
�４ 例えば，集団ストライキ，集団陳情，デモンストレーションなど（廖明涛・
華山青「集体労働争議和突発事件的主要特点和処理研究」『工人組織与活動』
〔複印報刊資料〕１９９８年第２期所収，７ページ）。
�５ いずれも懲戒処分の一種で，使用者側によって労働関係が一方的に解除さ
れることを意味する。「開除」は最も厳しい懲戒処分とされ，従業員に労働紀
律の重大な違反，就業規則制度の破壊，重大な経済的損失の惹起またはその
他違法に秩序を乱す行為がありかつ何度注意しても改めない場合の解雇処分
である。「除名」は，正当な理由なく経常的に無断欠勤をし，矯正教育によっ
ても是正の効果がなくかつ連続した欠勤期間が１５日または１年間の欠勤期間
の累計が３０日を超過した場合の解雇処分である。「辞退」は，「開除」「除名」
をするほどにまではいたっていない労働紀律の重大な違反に対する従業員の
解雇処分である。なお，「辞退」には「紀律違反による辞退」のほか，生産経
営状況の悪化による人員削減のために使用者側が一方的に労働契約を解除す
る「正常な辞退」がある。
�６ 「関於労働争議解決程序的暫行規定」１９４９年１１月２２日中華全国総工会公布。
�７ 「関於労働争議解決程序的規定」１９５０年１１月１６日政務院批准，５０年１１月
２６日労働部公布。
�８ 関懐主編『労働争議処理百題問答』中国労働出版社，１９９４年，６３－６４ページ。
�９ 高珂・湯樹栄『債務与労働……』１６９ページ。
�１０ 「信訪」は，人民による投書（来信）と訪問（来訪）を意味する。もともと
は共産党と人民をつなぐ窓口として存在していたが，１９５１年の政務院の「人
民の投書を処理し，人民を接見する工作に関する決定」および５７年の国務院
の「人民の投書を処理し，人民の訪問を接待する工作を強化することに関す
る指示」によって建国後は一種の苦情処理制度として確立していった（木間
正道『現代中国の法と民主主義』勁草書房，１９９５年，１４６ページ）。「信訪」
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機関は初め行政機関に設置され，その後中央から地方にいたるまで各級の政
府機関のみならず，人民代表大会，人民法院，共産党にも設けられ，行政に
対する争訟制度が整備されなかった間は，行政と人民の間の紛争を解決する
主たる制度として機能してきた。
�１１ 「関於認真執行改革労働制度幾個規定的通知」。
�１２ 「関於発布改革労働制度四個暫行規定的通知」。
�１３ 「国営企業労働争議処理暫行規定」１９８７年７月３１日国務院公布。
�１４ 『中国法律年鑑』（１９９５年版）１５２－１５３ページ。
�１５ これ以前は，処分を受けた従業員に不服がある場合は，処分の公表後１０日
内に上級の指導機関に不服を申し立てることになっていた（「企業職工奨懲条
例」（企業従業員賞罰条例）１９８２年３月２１日国務院常務委員会採択，４月１０
日公布・施行）。
�１６ 「企業労働争議処理条例」１９９３年７月６日国務院公布，８月１日施行。総則，
企業内調停，仲裁，罰則，付則からなる全４３条で構成される。なお，本条例
制定により１９８７年の「国営企業労働紛争処理暫定規定」は廃止された。
�１７ 「労働法」１９９４年７月５日全人代常務委員会公布，９５年１月１日施行。
�１８ 「関於《労働法》若干条文的説明」（以下，説明）１９９４年９月５日労働部辧
公庁通知。
�１９ 「関於貫徹執行《中華人民共和国労働法》若干問題的意見」（以下，意見）
１９９５年８月４日労働部公布。
�２０ 「関於労働争議仲裁工作幾個問題的通知」１９９５年９月１日。
�２１ 「最高人民法院関於審理労働争議案件適用法律若干問題的解釈」（以下，解
釈）２００１年４月１６日最高人民法院審判委員会公布，４月３０日施行（at http :
//www.legal.daily.com.cn/gb/content/2001-04/30/content_17101.htm, visited

March 20, 2002）。
�２２ 『中国法律年鑑』（１９９６年版）１９５ページ。
�２３ ただし，労働部，全国総工会と国家経済貿易委員会は共同で，労働法の規
定を超えて，「条件がある地方は当事者が仲裁委員会または人民法院を選択し
て労働紛争を処理する「裁審分軌」処理体制を試行することができる」との
通知を出している（「労働部、全国総工会、経貿委関於進一歩完善労働争議仲
裁三方機制的通知」１９９６年３月１８日）。
�２４ 仲裁法第７７条「労働紛争および農業集団経済組織内部の農業請負契約紛争
の仲裁は別に規定する」。
�２５ なお，中国は「社会安定」を維持する名目で原則としてストライキを認め
ていない。１９７５年憲法は公民の基本的権利として「ストライキの自由」（第
２８条）を規定していたが，８２年憲法ではその規定が削除されている。一方，８２
年「企業職員労働者賞罰条例」はストライキ行為を行なった従業員に対する
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行政処分や経済的処罰を規定し，企業労働争議処理条例も矛盾を激化させる
行為を禁止する規定を設け，ストライキを含め，過激な行為を認めない立場
が示されている（馬成三『中国進出企業の労働問題－日米欧企業の比較によ
る検証』日本貿易振興会，２０００年，５８－５９ページ）。

�２６ 労働部『労働争議……』３０５－３０６ページ。
�２７ 同上書，３０５ページ。
�２８ 同上書，３０５－３０６ページ。
�２９ 同上書，３０５ページ。
�３０ 「労働部辧公庁対“関於職工対企業做出的行政処分不服能否通過労働監察途
径解決等問題的請示”的復函」１９９７年２月５日（同上書所収）。
�３１ 労働組合法（「工会法」１９９２年４月３日全人代公布・施行，２００１年１０月２７
日全人代常務委員会修正）。
�３２ 労働組合は共産党が指導する大衆組織であり（中国労働組合規約（「中国工
会章程」１９９８年１０月２４日）），労働組合には管理職など企業の幹部であって
も賃金収入を主要な生活の源泉としている労働者であればすべて加入するこ
とができ（労組第３条），国有企業や集団企業などは労働組合の経費として賃
金総額の２％を提供することが義務づけられている（労組第４２条）。
�３３ 全国総工会が公布した「工会参与労働争議処理試行辧法」（１９９５年８月７日）
では，県級以上の労働組合は法律コンサルティング・サービス機構を設立し，
従業員および労働組合の適法な権益の保護のためにサービスを提供し，従業
員である当事者の委託を受けて労働紛争訴訟を代理することもできるとされ
ている（第２４条）。
�３４ 従業員は退職後，すでに原事業所とは労働関係を有しないが，退職した従
業員が勤続している期間に履行した労働義務が退職後に享受する養老保険金
および医療待遇の前提および基礎条件となっていること，さらには事業所が
引きつづき退職年金基準の査定や退職年金の支給および当退職人員の医療保
険費の支給に責任を有している状況の下にあることから，最高人民法院は退
職従業員と原事業所との間に発生した紛争を労働紛争として取り扱うこととした。
�３５ １９９９年１０月の「全国民事案件審判質量工作座談会」において，すでに同趣
旨の指示が最高人民法院唐徳華副院長より出されている。
�３６ 「固定工」制は計画経済体制の下で一般的に実施されてきた雇用制度であり，
労働・人事部門が配属先を統一的に決定する一種の終身雇用制度であった。
しかし，改革・開放の深化によって労働契約制の導入が促され，１９９４年の労
働法において労働関係を樹立する場合には必ず労働契約を締結しなければな
らないことが規定された。２００１年末現在，都市部の企業の労働契約締結率は
９５％以上である（「２００１年度労働和社会保障事業発展統計公報」at http : //www.
molss.gov.cn/news/2002/6101.htm, visited July 9, 2００２）。
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�３７ 『中国法律年鑑』（２０００年版）２２１－２２２ページ。
�３８ 全国総工会が公布した「工会参与労働争議処理試行辧法」（１９９５年８月７日）
は，企業内の労働紛争調停委員会とは別に，城鎮および郷鎮企業が集中する
地方に地域的労働紛争調停指導委員会を設立し，当該地域の労働紛争調停委
員会の調停事業を指導し，かつ調停組織を設立していない事業所の労働紛争
を調停するとしている（第１７条）。
�３９ 「企業労働争議調解委員会組織及工作規則」１９９３年１１月５日労働部公布。
�４０ 孫為新・周丕声「上海労働争議的現状与対策」（『工人組織与活動』〔複印報
刊資料〕１９９８年第３期所収）１８ページ。

�４１ 「労働争議仲裁委員会辧案規則」１９９３年１０月１８日労働部公布，施行。
�４２ 政府が指定する経済総合管理部門の代表（条例第１３条①）。
�４３ 人民法院における裁判委員会と同じ役割を果たしている。管轄区域内に重
大な影響を及ぼす事件および仲裁法廷の合議を経ても結論を出すことが疑い
なく困難な事件について，仲裁法廷は事実を明らかにした後に，仲裁委員会
の決定に委ねることができる（労仲第２８条）。この点も含め，人民法院に対
して指摘されている問題点の多くは労働紛争仲裁委員会にも該当する（詳し
くは，小林昌之「中国の司法改革―人民法院改革の現状と課題」小林昌之・
今泉慎也編『アジア諸国の司法改革』アジア経済研究所，２００２年参照）。
�４４ 「労働仲裁員聘任管理辧法」１９９５年３月２２日労働部公布。
�４５ 労働紛争発生の日とは，当事者がその権利侵害を知ったまたは当然知りう
るべき日をいう（説明第８２条）。
�４６ 企業労働紛争処理条例は仲裁申立の時効を当事者がその権利が侵害された
ことを知ったまたは知り得た日から起算して６カ月内としていたが，その後
に制定された労働法の規定によって労働紛争発生の日から起算して６０日内と
修正された。
�４７ 民事訴訟法，刑事訴訟法，行政訴訟法はそれぞれ裁判監督手続として再審
について規定している。例えば，民事訴訟法第１７７条は「各級人民法院院長
はすでに法的効力が生じた判決・裁定に対して，確かに誤りがあることを発
見し，再審の必要を認めた場合は，裁判委員会の討論・決定に付託しなけれ
ばならない」としている。
�４８ 関懐『労働争議……』１４３－１４４ページ。
�４９ 『中国法律年鑑』（２０００年版）２２１－２２２ページ。
�５０ 同上。
�５１ 経済裁判廷が暫時労働契約紛争事件を受理する旨の規定を廃止し，１９９３年
１０月から統一的に民事裁判廷が受理することになった（最高人民法院「関於
労働争議案件受理問題的通知」１９９３年１０月２０日）。
�５２ 労働者の訴権を擁護し，労働紛争を適時有効に解決するために，最高人民
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法院は１９９９年に，労働紛争仲裁委員会が不受理の通知，決定または裁定を出
した場合は，それをもって当該機関がすでに処理を行なったと見なし，不受
理を不服として提起された訴えは必ず受理されるべき旨の通知を出した（「関
於印発《全国民事審判質量工作座談会紀要》的通知」１９９９年１１月２９日最高
人民法院公布）。その後，２００１年４月１６日に公布された最高人民法院の司法
解釈によって再度確認されている。
�５３ 「集体合同規定」１９９４年１２月５日労働部公布，９５年１月１日施行。
�５４ 労働部『労働争議……』３０６ページ。
�５５ 労働紛争の要因を数量的に分析したものとして，伊藤正一「中国の労働争
議」（『経済学論究』第５３巻第３号，１９９９年）がある。
�５６ 労働紛争仲裁委員会が何を基準に「勝敗」の統計をとっているのか不明で
あるが，ここでは相対的な傾向を表すものとして参照する。
�5７ 労働部《発展有中国特色労働争議処理制度》課題研究小組「関於我国労働
争議処理制度的研究報告」『手冊』４３０－４３２ページ。
�５８ 『中国法律年鑑』（２０００年版）２２２ページ。
�５９ 同上書，１２５ページ。
�６０ 正式には「人事档案」という所属する企業・機関・団体などの人事部門に
よって厳重に管理される個人の身上調書。
�６１ 仕事に適応しない従業員を業務からはずし，一定期間給料の一部を支給し
て，勉強または転職を促す制度。
�６２ 于敏「労働合同糾紛中違約受害人補救之研究」（『法学研究』第１９巻第５
期，１９９７年）１３５－１４３ページ。

�６３ 王昌碩「労働人事仲裁立法若干問題探討」（『政法論壇』２０００年第３期）１０２
ページ。
�６４ 同上論文，１０１ページ。
�6５ 労働部『労働争議……』３３６－３４０ページ。ただし，事例は張永生「是労働
争議 還是民事案件」（労働部『労働争議……』３３６ページ）所収。
�６６ 王昌碩「労働人事仲裁……」１０１－１０２ページ。
�６７ 同上論文，１０２ページ。ただし，２００１年の司法解釈によって労働紛争仲裁
委員会の不受理に不服な場合の提訴は一律受理されるようになった。
�６８ 廖明涛・華山青「集体労働争議……」７－８ページ。
�６９ 仲裁の一審と裁判の二審。
�７０ 『中国法律年鑑』（２００２年版）１０８７ページ。
�７１ 「労働部関於進一歩完善労働争議処理工作的通知」１９９５年５月９日労働部。
�７２ 「両年来各地在完善工作体制等方面的主要做法」（労働部『労働争議……』）
１６－１９ページ。
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